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崖線緑地の消失過程と緑地保全施策に関する研究 
 
A STUDY ON THE PROCESS OF LOSS OF GREEN SPACE IN THE CLIFF LINE 
AND GREEN SPACE CONSERVATION POLICIES 
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指導教員 宮下清栄 
 
法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
 
This study aims to understand the process of loss of green space in the cliff line and the effect of green space 
conservation policies. As a result, it was found that the green space in the cliff line was lost in large quantities 
from 1953 to 1992. And it was found that green space conservation policies while demonstrating the 
characteristics of each, have contributed to the loss mitigation green space. 
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１．はじめに 
世界的にも例を見ないほどの東京圏への急激な人口
集中により，都心部が収容しきれなくなった人口が郊外
へと移り住むこととなり，東京都下の市街化は急速に進
んだ．人々が住まいを手に入れる一方で，宅地化のため
にそれまでこの地域が持っていた豊かな自然は蝕まれ
ていった．幸い，崖線・丘陵地はその地形的特徴から，
宅地化の犠牲になることは少なかったが，高度経済成長
期の技術革新によってこうした場所にも，平地ほどでは
ないが宅地化の波が押し寄せることとなった． 
日野市においても急激な市街化によって，崖線，丘陵
地，農用地は宅地，商業地，道路などに土地利用転換し
てしまうこととなる．こうした状況に対して，区画整理
に代表されるように行政努力よって計画的に人々を受
け入れる姿勢を続けてきた．また，日野市独自の信託緑
地制度や登録樹木制度も含め，緑地保全施策も積極的に
行ってきた．こうした結果，確かに緑地は大きく消失し
てしまったが，同じように郊外化の影響を受けた多摩地
域の他の市と比べると，日野市の緑地はよく残ったとい
える．特に崖線においては，同じ多摩地域の国分寺崖線，
立川崖線に比べてよく残っており，日野市の原風景を維
持しようとした努力の跡がみられる．今後は，崖線，丘
陵地，農用地を一体的に保全・再生していくことが期待
されている． 
こうした背景を踏まえて，本研究ではまず東京都下を
対象として，都市化・郊外化とそれに伴う緑地の消失の
実態を分析する．次に日野市を対象として，一つの市に
おける市街化の影響と緑地消失の実態を分析する．その
後，日野市内の崖線を対象として，崖線の原形が残る 
1940 年から今日までの崖線緑地消失実態を明らかにし，
その実態と緑地保全施策との関係性をみることから，施
策の効果を分析する．そして，これらの結果を基に，今
後の緑地保全施策について一つの方向性を提案する．図
１は対象地域全体図，図２は日野市拡大図である． 
                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 対象地域全体図 
                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 対象地域日野市拡大図 
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２．研究方法 
 本研究では，公園，農用地，森林・原野を緑地と定義
して進める．対象地域は東京都下 26 市，日野市，日野
市内崖線と研究の進展と共に絞っていく． 
第１に都下 26 市の国勢調査を基とした人口・世帯数・
ＤＩＤ推移から都市化・郊外化の実態を把握する．また
土地利用現況図を基に緑地の推移を明らかにする． 
第２に日野市の町丁目を交通条件，地形条件，道路整
備条件で分類する．人口・世帯数・ＤＩＤ推移や人口密
度を求め，先の町丁目分類と重ね市街化の詳細な様子を
明らかにする．また土地利用現況図を基に，緑地の推移
を把握し，カーネル密度推定法を用いての緑地の消失・
新設についての分布特性分析を行う． 
第３に古地図，土地利用現況図を基に，1940 年から
2007 年までの崖線緑地の消失過程を追っていく．また町
丁目の緑地消失や市街化との関係性も明らかにする． 
第４に崖線緑地の消失過程に対する緑地保全施策の
効果分析を行う．それぞれの施策がもたらした結果から，
その特性も把握する．また市街化に対する施策の効果も
分析する．これらの結果，既存研究や文献を基に，今後
の緑地保全施策の在り方について検討する． 
 
３．東京都下 26 市の都市化と緑地資源の変化 
 国勢調査のデータを基に人口・世帯数・ＤＩＤ推移を
明らかにした．例として，都心からの距離圏別人口密度
推移を図３に，ＤＩＤ推移を図４にそれぞれ示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 都心からの距離圏別人口密度推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ ＤＩＤ推移 
図３，図４から，都市化は 1960 年から 1980 年かけて
最も激しく起こり，都心に近い・交通利便性の高いエリ
アから順に拡大していったことが分かった． 
 こうした都市化に対して，各市には計画的な人口の受
け入れが求められた．例として，都市計画年報を基に算
出した面的整備率(各市面積当りの土地区画整理事業と
新住宅市街地開発事業の面積割合)のデータを図５に示
す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 面的整備率による分類 
 
 都心から離れる程，人口流入のタイミングが遅れ，面
的整備率は高くなるという傾向が見られた． 
また，土地利用現況図を基とした緑地の推移を図６に
示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 東京都下２６市における緑地の推移 
  
図６から分かるように，都市化の勢いが緩和された
1992 年以降においても緑地は消失を続けている．内訳は
公園が微増，農用地が激減，森林・原野が減少である． 
日野市に着目してみると，崖線保有市の中で比較的森
林・原野が保全されている．面的整備率も高い値を示し
ており，行政努力の一端が伺える．これらのことから，
日野市では行政努力によって地域固有の資源である崖
線緑地を保全したのではないかという仮説が立てられ
る．加えて，多摩川の分流である浅川の左岸には台地・
低地関係を持つ武蔵野台地の地形，右岸には多摩丘陵の
地形がみられることから，多摩地域の特徴的な２つの地
形を有する市であり，ここで緑地に関する研究を行うこ
とは多摩地域全体にも繋がることであると考える．以上
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のことから，日野市を対象として分析を行うこととした． 
 
４．日野市における市街地形成と緑地資源の変化 
 日野市の分析にあたり，まず市域の地区分類を行った．
分類は交通条件，地形条件，道路整備条件の３つについ
て行った． 
 次に，各年代のＤＩＤを先の３つの分類とそれぞれ重
ねていくことで，どの時期にどの場所で市街化が進展し
たのかを明らかにした．例として，1970 年のＤＩＤを交
通条件による町丁目分類図と重ねたものを図７に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７ 1970 年ＤＩＤと交通条件による地区類型 
 
 結果として，ＤＩＤは 1970 年から 1980 年までの間に
急激に，その後は 2005 年まで少しずつ拡大していった
こと，交通条件では駅周辺からその外側へ，地形条件で
は台地部，低地部，崖線部，丘陵地部の順番に，道路率
条件では道路整備に併せて，それぞれ拡大していったこ
とが分かった． 
 次に市街化の今後の動向を知るために，人口問題研究
所の将来推計を基に作成した，日野市周辺 12 市の将来
推計を含む居住人口推移を図８に示す． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８ 将来推計を含む居住人口推移 
 
 今後の日野市，その周辺市の人口増加は非常に緩やか
なものとなり，次第に停滞，そして減少となっていくこ
とがわかった．市街化の時代は近い将来に終わりを迎え
ることとなるだろう． 
次に市街化による緑地への影響について分析した．土
地利用現況図を基に，1992 年から 2007 年までの緑地の
推移と，カーネル密度推定法を用いた緑地の消失・新設
についての分布特性分析を行った．例として，カーネル
密度推定法による緑地消失分布特性図を図９に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図９ カーネル密度推定法による緑地消失分布特性図 
 
結果として，1992 年から 2007 年までの期間，日野市
においても農用地の激減が見られた．森林・原野は減少
しているものの，農用地に比べるとその減少幅は小さか
った．緑地全体としては，消失が見られるのが低地部，
崖線部，新設が見られるのが低地部，丘陵地部であった． 
人口減少時代の到来は緑地を保全・再生するチャンス
でもある．日野市において崖線は貴重な地域資源であり，
今後その保全・再生が望まれる．一方で，現状としては，
1992 年から 2007 年にかけて，低地部ほどではないが，
崖線部においても緑地の消失が目立っている．先にも述
べたとおり，日野市はまちづくりにおいて大きな行政努
力が見られた市である．日野市には今後，行政努力によ
って崖線緑地などの地域資源を保全・再生していくこと
が期待される．ここからは日野市内の崖線に着目し，そ
の緑地消失プロセスの実態を明らかにすることとした． 
 
５．日野市崖線の緑地消失過程と土地利用転換 
 日野市崖線の緑地消失過程を見るにあたり，崖線緑地
の形状を 1940 年，1953 年，1983 年のそれぞれの古地図
を基にＧＩＳ上で作成した．ここでの崖線緑地の定義は，
等高線を基に斜面角度 10 度以上で緑地の地図記号が確
認できる場所とした．また，これ以降については，1992
年，1997 年，2002 年，2007 年の土地利用現況図を用い
て，1940 年における崖線緑地範囲内から緑地を抽出し崖
線緑地とした． 
初めに 1940 年から 2007 年までの期間における，崖線
全体の面積，残存率，消失面積，消失率，５年当り消失
面積，５年当り消失率を算出した．このデータを基に作
成した，崖線緑地面積と５年当り消失率の推移グラフを
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図 10 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 崖線緑地面積と５年当り消失率の推移 
 
 図 10 から，崖線緑地は 1940 年から 1953 年まで，1992
年から 2007 年までにかけてはあまり消失していない一
方，1953 年から 1992 年までにかけて大幅に減少してい
ることがわかる．この時代は日野市が急激に市街化した
時代であることから，崖線緑地も市街化の影響を受けて
消失していったことが読み取れる． 
 次に，長期的な視点からどのような場所で崖線緑地が
消失したのかを明らかにするため，崖線緑地を町丁目で
分割し，1940 年から 2007 年までの残存率を色分けした．
例として，崖線残存率と交通条件による町丁目分類図と
を重ねたものを図 11 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 崖線残存率と交通条件 
 
図 11 から，崖線残存率と交通条件にはあまり関係性
が見られないことが分かった．駅からの距離が近いほど
崖線緑地が残存していないということは一概には言え
なさそうであった． 
次に，時代毎にどのエリアで崖線緑地の消失が見られ
たのかを明らかにするため，1940 年から 1953 年まで，
1953 年から 1983 年まで，1983 年から 1992 年まで，1992
年から 1997 年まで，1997 年から 2002 年まで，2002 年
から 2007 年までにおけるそれぞれの５年当りの緑地消
失率を図に表した．例として，1953 年から 1983 年まで
の５年当り崖線緑地消失率を図 12 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 12 ５年当り崖線緑地消失率(1953～1983 年) 
 
1953 年から 1983 年までの期間は崖線緑地の消失が始
まった時代である．この時代に消失が見られるのは，主
に日野駅，豊田駅周辺のエリアであり，この地区への人
口流入に併せて，崖線緑地も消失していったことが分か
った．また，1983 年から 1992 年までの期間では，駅周
辺の崖線緑地消失は収まり，その外側のエリアにおいて
消失が見られるようになった．市街化の進展とともに，
人々が駅周辺から外側へと居住地を求めていったこと
が，これらのエリアでの崖線緑地消失に繋がったと考え
られる． 
次に，崖線緑地の土地利用転換の実態を分析した．
1940 年に崖線緑地であった範囲が，1992 年，2007 年に
どのような土地利用となっているかを，土地利用現況図
を用いて明らかにした．例として，2007 年における崖線
緑地の土地利用転換を図 13 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 13 2007 年における崖線緑地の土地利用転換 
 
図 13 より，緑地は減少していき，住宅，道路等が増
加していることから，崖線緑地は主に住宅，道路に土地
利用転換していったことがわかる．また，1992 年での土
地利用構成比と比べても，転換の勢いは緩和されている
もののこのような傾向が見られた． 
次に，崖線緑地とその崖線が存在する町丁目の緑地と
の関係性について分析した．1992 年から 2007 年までに
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面積(ha) 割合(%)
崖線範囲 38.15 100.00
公園緑地 18.01 47.21
生産緑地地区 6.41 16.81
緑地保全地域 5.01 13.12
信託緑地 1.27 3.33
登録樹林 1.21 3.18
指定地計 25.55 66.98
非指定地 12.60 33.02
おけるそれぞれの消失率を基に，地図上での色分けと散
布図の作成を行った．この散布図を図 14 に示す． 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 14 崖線と崖線所在町丁目の緑地消失率散布図 
 
図 14 から，崖線と崖線所在町丁目の緑地消失率には
関係性があるといえそうである．相関係数を求めてみる
と 0.64 であり，高いとは言えないが相関はあるといえる．
崖線の緑地消失はその町丁目の緑地消失に影響してお
り，逆に崖線の緑地が保全されることはその町丁目の緑
地が保全されることに効果があるといえる． 
次に，崖線緑地とその町丁目の人口密度から散布図を
作成し関係性を見てみたが，その相関性は低かった．こ
こまでの分析結果と併せて考察すると，確かに市街化に
よって崖線緑地は消失したが，市街化した町丁目ほど崖
線緑地の消失率が高いとはいえず，ここには緑地保全施
策の影響が働いているのではないかと考えられる．ここ
からは，日野市内崖線緑地に対して緑地保全施策がどの
ような効果をもたらしたのかを分析することとした． 
 
６．緑地保全施策による崖線緑地保全への効果 
 緑地保全施策には，我が国におけるものとして，公園
等の整備，近郊緑地保全区域，近郊緑地特別保全地区制
度，特別緑地保全地区制度，緑地協定制度，市民緑地制
度，生産緑地地区，緑化地域制度，地区計画等緑化率条
例の活用，緑化施設整備計画認定制度，総合設計制度等
の活用による緑化の推進，特例容積率適用地区制度，社
会・環境貢献緑地評価システムがある．また，東京都に
おけるものとして東京都保全地域，日野市におけるもの
として緑地信託制度，登録樹林がある．目的，内容，条
件などが異なるこれらの施策によって，我が国の緑地は
様々な形で保全されている． 
 日野市内崖線において指定されている緑地保全施策
について，その位置図を図 15 に，2007 年の崖線緑地を
基準とした内訳を表１にそれぞれ示す．これらを見てみ
ると，崖線緑地の約 67％が緑地保全施策指定地となって
いた．特に公園緑地の面積は大きく，全体の約半分を占
めていた．次いで，生産緑地地区，緑地保全地域となっ
ていた．また，崖線の消失が見られる南部のエリアほど，
指定地があまり見られなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 15 緑地保全施策位置図 
 
表１ 緑地保全施策内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 緑地保全施策の効果分析にあたって，まず施策指定地，
非指定地の緑地消失過程の実態分析を行った．施策指定
地に関しては，指定地全体，それぞれの施策において分
析した．例として，図 16 に施策指定地，図 17 に非指定
地の緑地消失過程を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 16 施策指定地の緑地消失過程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 17 非施策指定地の緑地消失過程 
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施策指定地では非指定地に比べて，緑地消失が大幅に
緩和されていた．1960年から 1980 年までの急激な市街
化の時代においても，また近年の緩やかな市街化の時代
においても大きな効果が見られた．また，それぞれの施
策については，最も効果的が高かったのが緑地保全地域，
最も効果が低かったのが登録樹林であった．緑地保全地
域は東京都によって建築行為の禁止など厳しい規制が
かけられている一方，登録樹林は補助金のみで，建築な
どに対する規制は無く，こうした施策の性質の違いが結
果に表れたといえる．生産緑地地区，信託緑地は他の施
策に比べてハードルが低い施策であるにもかかわらず
緑地保全に対して高い効果が見られた．ただし，生産緑
地地区については今後その契約解除のピークが到来し，
また日野市に買い取りをする資金が不足していること，
信託緑地については契約面積が小さいことといった課
題を抱えている． 
 次に，1940年から 2007年までの崖線緑地残存率と崖
線内緑地保全施策指定地割合との関係性について散布
図を用いて表したものを図 18に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 18 崖線内指定地割合と崖線緑地残存率の散布図 
 
図 18 から，崖線内緑地保全施策指定地割合が高いほ
ど崖線緑地残存率が高いという傾向が見られる．相関係
数を算出すると 0.82 であり，高い相関があることが明
らかになった．この結果から，崖線において緑地保全施
策の指定が緑地の残存に貢献してきたことが分かった． 
次に，市街化に対して崖線緑地を保全するための緑地
保全施策がどのような効果を及ぼしたのかを知るため
に，1940 年から 2007 年までの崖線緑地残存率と人口密
度の散布図によって町丁目を類型化したものについて，
そのラベルを指定地割合が 50％以上なら赤色，25％以
上ならオレンジ色，それ未満なら青色と塗り分けた．こ
の図を図 19 に示す． 
図より，赤色ラベルは右上に，オレンジ色ラベルは比
較的右上に集中している傾向にあった．右上は，人口密
度が高いにもかかわらず崖線緑地が残存している町丁
目であることを示すエリアである．したがって，緑地保
全施策の効果により，人口密度が増加し市街化が進んで
も，崖線緑地が比較的残存したということが言える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 19 市街化に対する施策効果散布図 
 
 最後に，崖線緑地保全のための緑地保全施策の検討を
行った．既存論文「樹林地の保全を目的とした逆線引き
に関する研究」では，緑地保全施策の一つである地域制
緑地と逆線引きの関係について研究している．この研究
成果としては，地域制緑地による保全がなされていない
地区において逆線引きで保全を図った地区がある一方，
地域制緑地が逆線引きの根拠になった地区があること
が挙げられている．日野市においても，将来的に人口減
少，宅地需要の減少が予想されることから，現在市街化
区域内の緑地を有する地区を逆線引きにより市街化調
整区域にし，買い取り請求で市の土地にするということ
ができる可能性もでてくる．そしてその根拠としても地
域性緑地の指定がなされていることは非常に意味のあ
ることである． 
「優れた自然の風景を維持し，都市の環境を保全し，
水源を涵養し，土砂の流出を防備する等のため保存すべ
き土地の区域を市街化区域に定めない．」(都市計画法施
行令第８条第１項第２号)，「線引き，すなわち市街化区
域と市街化調整区域の区域区分は，市街化を進める区域
と抑制する区域を区分するという意味では，最も効力の
大きな緑地空間確保政策とみてよい．」(舟引敏明．都市
における緑地空間確保行政における計画制度に関する
考察)にあるように，最も緑地保全の効果が大きいといえ
るのは市街化調整区域であり，将来的にはそうした逆線
引きが行えることが理想的だろう．ただし，逆線引きは
最も効果があると同時に，最もハードルが高い施策であ
るから，まずは他の緑地保全施策を指定することも重要
な選択肢といえる．長い目で見れば，それは将来的に逆
線引きを行う根拠になりうる． 
図 20 は 2002 年から 2007 年にかけての崖線緑地消失
率を表した図である．この図から分かるように，近年に
おいても崖線緑地消失が見られるエリアがいくつかあ
る．その中でも特に第一崖線南部のエリアは緑地保全施
策の指定もほとんど見られず，今後の緑地消失が懸念さ
れる．こうしたエリアにおいて，いきなり逆線引きを行
ったり，保全地域に指定したりすることも困難であるの
で，まずは比較的指定のハードルが低い信託緑地制度に
よって緑地保全を進めていくことが重要だろう．また，
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現在農用地となっている場所は生産緑地地区の活用も
考えられる． 
                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 20 ５年当り崖線緑地消失率(2002～2007 年) 
 
７．結論 
本研究では以下の結論を得た． 
①東京都下 26 市の都市化は，特に 1960 年から 1980 年
にかけて激しく，急激な人口増加，ＤＩＤ面積の拡大が
見られた．これにより，緑地は大幅に減少した．内訳を
見てみると，公園が微増，農用地が激減，森林・原野が
減少となっていた． 
②日野市では，1960 年から 1980 年にかけて人口増加，
1970年から1980年にかけてＤＩＤの拡大がそれぞれ急
激に見られた．ＤＩＤは駅周辺からその外側へ，台地部，
低地部，崖線部，丘陵地部の順番に，道路整備に併せて
拡大していた．また，将来人口推計からは，2030 年を
ピークに人口が減少していくこと，日野市周辺の市でも
その前後に人口はピークに達し減少が始まることが明
らかとなった．緑地については，1992 年から 2007 年ま
での期間において，農用地の激減，森林・原野の減少が
見られた．カーネル密度推定法を用いて，緑地の消失・
新設についての分布特性分析を行ったところ，消失が見
られるのが低地部，崖線部であり，新設が見られるのが
低地部，丘陵地部であった． 
③崖線緑地の消失過程としては，1953 年から 1983 年，
1983年から1992年において消失率が非常に高くなって
いた．これは日野市の人口流入の傾向と一致していると
いえる．場所としては，1953 年から 1983 年では駅から
近いエリアで，1983 年から 1992 年では駅周辺よりも外
側のエリアで緑地消失が目立っていた．また，緑地消失
後は主に宅地，道路に土地利用転換していた．崖線と崖
線所在町丁目との緑地消失率の関係性について見てみ
ると，崖線の緑地消失はその町丁目の緑地消失に影響し
ており，逆に崖線の緑地が保全されることはその町丁目
の緑地が保全されることに効果があるといえる結果と
なった． 
④崖線緑地について，緑地保全施策指定地では非指定地
に比べて，緑地消失が大幅に緩和されていた．1960 年
から 1980 年までの急激な市街化の時代においても，ま
た近年の緩やかな市街化の時代においても大きな効果
が見られた．緑地保全施策の中でも特に効果的という結
果が出たのは，東京都緑地保全地域であった．東京都に
よる建築行為の禁止など厳しい規制によって，近年では
緑地が回復傾向となっている．一方で，緑地保全施策の
中で最も効果が低かったのは登録樹林であった．補助金
のみで，建築などの規制は伴わないやや緩い施策ゆえに
比較的効果は低かった．ただし，非指定地との差は明ら
かであり，緑地保全のための有効な施策であることは確
認できた．崖線においては，指定地割合が高いほど緑地
残存率が高く，緑地保全施策が緑地残存に大きく貢献し
てきたことが分かった．また，緑地保全施策は市街化の
中で崖線を守るという意味でも効果を発揮しているこ
とが分かった．今後，日野市では人口減少に伴う宅地需
要低下により逆線引き，買い取り請求による緑地の保全
も考えられる．近年，緑地消失が見られた第一崖線南部
においては，まず比較的指定のハードルが低い信託緑地，
生産緑地地区の指定を目指すべきといえる．これは，将
来的な逆線引きの根拠にもなり得る． 
 
８．今後の課題 
 今後の課題は以下の２点である． 
①崖線の分析にあたって，標高データを用いて，例えば
傾斜角と消失過程との関係性などが出せれば，より深い
考察が可能であったと考えられる． 
②緑地保全施策について，公園緑地，生産緑地地区，信
託緑地，登録樹林などはそれぞれの指定年を追って分析
を行えれば，より正確な結果が得られたと考えられる．
ただし，生産緑地地区，信託緑地，登録樹林については
個人情報の問題があり，データの入手は非常に困難であ
ると言える． 
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